
\~ 4. 家庭＝生活経営学と震災対応の相互扶助システム
一阪神淡路大震災の実態・経緯の整理と総括的教訓一

1 災害対応と認識

1)生活者の安全性・地域リスク管理（家庭経営学と災害）

長嶋俊介

（奈良女子大学生活環境学部）

災害から生活を守るとは、個人・家族と地域のそれぞれの次元があり、阪神淡路大震災

で発災から救済・避難・復旧・復興の全ての過程で、それらが適切な対応可能性という意

味で担保されていたか否かについて、丁寧にチェックしておく必要がある。例えば、予備

的対応がうまく行かなかった「不担保リスク」の発生問題がある。すなわち現行保険制度

のみでは深刻な震災困窮者救済に繋がらない、構造的問題も発生したのである…。

そもそも個人・家族の次元での生活リスク管理とは、その経営における本質的価値・根

源的資源に関わるイクスポジア＝精神・肉体・経済・組織運営へのダメージの発生をコン

トロールすることである。対応法としては、通常は財務管理(•移転＝保険など・保有＝自

家保険など）とリスク・コントロール（後述）とされるが、生活次元では金銭にのみ限定

することを避け、対応資源は生活資源の総体（生活保障資源）とその循環（相互扶助シス

テム）に及ぼして考える必要がある。

いま一つの基本的生活単位である地域の生活リスク管理においても、同様であるが、イ

クスポジアは住民（個人・家族）の精神的肉体的な安全•安心・健康と地域文化、そして

それを保障する、住民としての一体感（実体としてのコミュニティ）と、生活保障（相互

扶助運営）システムで、その総体の保持と確保が各過程で課題となる。

そこで組み入れるべき資源（生活保障資源）は、カネのみならず、モノ（食べ物・栄養

＝弁当症候群、被覆＝マット・生理用品、施設＝ライフライン・トイレ・暖房・プライバ

シー…）、サービス（高齢者・弱者ケア）、情報（発災・救援・避難情報、インダーネッ

ト活用）、対人的資源 (PTSDなどのココロのケア）、自然資源（防災自然空間・樹木、

二次災害予防）などである（括弧の中は今回特に問題となったことの例示）。つまり［第

1図］の内枠ように、生命系の経済視座に立ち、広義経済的な経営展開が必要となるので

ある。そしてそこで問われる相互扶助システムとは、同図の外枠ように、自助（個人・家

庭内の対応＝家庭内調達資源と、経済財＝市場システムを利用した私的生活保障）。互助

（関係者への権利義務関係による生活保障資源の調達）。共助（一方的関係＝第三者への

ボランタリーな生活保障資源の供与＝義援金・義援物資・ボランティアの労力とココロ配

り）。公助（政府。行政機能による生活保障資源の供与）の相互調整とそのバランスの確

保である。

このような広がりのある認識と対応は、発展途上国の伝統社会と地域経営を想定すると

きさらに重要となる。特に持続的発展、家族。親族。地域組織とその社会制度的な資源循

環への配慮は童要である。

-203 -



2)国際協力と災害研究

阪神淡路大震災は、大都市直下型災害それも先進国での災害である。先進国間の協力関

係のみならず、都市災害は途上国のほうが深刻である場合もある。さらに大都市以外（淡

路ほか）での地域被害。防災救援対応上の教訓もある。また本来自然災害による生活リス

クヘの対応には国境はない。人類福祉共通の課題である。生命系的全存在にとっても危機

的状況の防止。回避。軽減。分散（リスク。コントロール）は重要である。すなわち自然

災害とそのリスク管理に関する研究は、自然環境。人為的環境と人間、そしてそれらと生

命系との相互作用の研究という意味では環境問題研究という側面も持つ。

国連地域開発センターによる、 「自然科学と社会科学の両面の相互補完関係を確立する

総合的な防災対策の研究」すなわち、フィリピン。ピナッポ火山 (91年），北海道南西沖地

震 (93年），フィリピン。ミンドロ地震 (94年），コロンビア。パエス地震 (94年）阪神淡路

大震災 (95年）調査や、 「国際防災の10年」事業、防災人材ネットワークの形成事業、市

民の災害認識を高める教育プログラムの開発事業などにみるように、防災。災害研究は直

接的で具体的な社会（生活）開発・国際協力の課題である。

贖 鵠

翻・韓経済 I粟化・物賃文明R下でR肥大化

餘闘抗請闘 ボうンテ17酋崩 •NGO/NPO

試碩然IJ)経済 自然と人間生酋0相互作Ill（直•災害）

謙～請

［第1図］経済認識。災害認識。相互扶助体系

注） H,ヘンダーソン姓鉛系経済鵡をベースに、それ漣雌靭全体を顧闘縣でどR様にカバーす砂かというし姐議を凩すもRとは。

3) 日本における伝統的な地域互助制度

互助を巡る日本における伝統制度については例えば困窮島＝共有地利用の自力更生機会

の付与（参考文献）、社倉＝地域内の生活保障資源プール制度、貧者育ての山＝山を利用

した自力更生機会の付与、ヌーワラジ親。所直り＝夜逃げ同然の困窮者を預かり育てる制

度、山上がり＝共有地開墾型の自力更生、武家再生屋敷＝破産状態の者を上級武士が引き

受け立ち直らせるもの等がある。親村小村的救済原理。火山噴火などでの避難者の長期大

量受入れ（村。各家庭分散） 。家人（ヤンチュー＝債務奴隷的な受入れで生活保障に当た

るもの）。シマ社会（沖縄における水系を同ーとする地域共同体）。門中制度（沖縄にお

ける親族組織で相互扶助的な機能も果たす）など多様に、互助的なネッワークが福層的に

カバーする社会構造は、生活者を取り巻く集団による生活保障責任の（構成員の応分の能

カの範囲内での）遂行でもあった。
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内容的にも、労カ・物を持ち寄る。出し合うものから、金銭にシフトし、さらにそれら

の多くが、自己責任的自立を可能とする経済環境の変化（自立的リカバリーの機会の拡大）

と、意識。価値観の多様化（義務関係の解放と、自由主義、個人主義の台頭等）、家族を

巡る民主化での身分的関係から人格的関係への移行（より自発的な対応の重視）、そして

生活リスクを明示的。確約的にカバーする保障制度としての公助の台頭（生活保護、失業

救済、公的年金、健康保険制度など）によりその存在意義の相対化が一層進展した。

これは、地域内の複合的縁（権利義務関係的支合）の崩壊をも意味する。互いが無責任

な主体となるとき、このネットワークの欠如状態がさらに地域内リスクを増すことになる。

例えば、今回の阪神淡路大震災で、都市部における初期対応（相互責任的救済と連携の麒

齢、知識。技術。経験。情報。権限の欠如）と、避難所などでの自治組織の形成問題とし

て問題が露呈することとなった。これに対する好対照の事例が、淡路地区において見られ

た。地域内ネットワークを再生するに当たって、内発的対応＝共助化と、地域内社会資源

の確保としての共同体的機能の現代的刷新が求められる。

2 大都市災害と共助の基本問題

1)不担保リスクの発生原因～奥尻。雲仙普賢岳などとの比較～

阪神淡路大震災以前の相互扶助システムは、問題点も多かった（特に被災住宅への保険

適用と、被災者の居住環境の質＝ハビタートとしての配慮の不十分さ、公的な自立支援制

度の在り方）が、それが生存権を脅かすほどの「巨大な不担保リスク（相互扶助システム

の機能不全により生ずる困窮状態。自助＝保険。自家保険の役割限界の発生、共助＝ボラ

ンティア活動。義援金。義援物資などの役割限界、互助＝関係者による権利義務的関係に

よる支援の限界、公助＝社会保障や公的支援など財政。公平性。前例慣行制約などで、担

保してあったはずの扶助制度が各々そして相互に補い切れず、システム全体としても十分

機能仕切れておらず、生活者が困窮状態に陥っている事態の発生）」として顕在化してき

たのは、大都市災害なるが故のことであった。

その主たる理由は何であろうか。まずは、①近年発生した災害＝三宅島 (83年），伊豆大

島 (86年）雲仙普賢岳(90-97年）北海道南西沖 (93年）などとのあまりにもの規模の違い

が大きい。典型的には義援金総額と一人当たり額とのギャップ（共助対応限界の顕在化）

自治体レベルでの裁量的対応余地の欠如（公助対応余地の限界）として現れた。それと②

都市特有の問題（集合住宅居住者の再建合怠リスクとコスト、サラリーマン＝新住民のロ

ーンヘの依存度、ライフラインの過密状態からの点検。復腿処理の困難さ、過密避難所。

仮設住宅の近接地域確保困難さなど）が屯なった。それと、③従来からあった保険適用問

題（自助を支えるシステムの脆弱さ）すなわち、自助として当てにしていた火災保険等が、

約款で免点となる「巨大地震などの天変地異」事由で、見舞金程度しか受け取れないとい

ぅ巾態である（そして新潟地震以来、国家の指迎で出来た地厖保険では、住宅被害に対し

ての適応がされるが、それに関連した時差を伴う火災には、地震との匝接の因果関係を理

由として、適用されない事例が発生した。北洵道南西沖事例でもなお係争中である。阪神
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淡路事例では、 ［第1表］のように10,000戸近い家屋焼失被害者がいる）。これへの抜本

策としては、地震保険の規定改善、親保険機能に国家（さらに望ましくは国際機関）が関

わるか大型共済基金を設定することが考えられるが、住宅共済案や自治体間の基金調整案

以外に目立った動きは始まっていない。

［第1表］阪神淡路大震災被災の規模・大都市型問題（代表的指標による検討）

住宅全壊188,068戸半壊227,591戸（北海道南西沖＝601戸十408戸＝313倍＋558倍）

＊火災＝294件、焼失家屋 7,456棟(9,322世帯）

想定被害額住宅 5.8兆円（北海道南西沖＝50.16餘円＝］156倍）

建築物等匝接被害額＝9.93翻

義援金の少なさ（過去最大、国民の98％が拠出とのギャップ）

95/5末＝ 1.636億円， 95/12床＝1.730億円 45万所帯(@=34万甘）96/2＝追加 150偉円配分

北海道南西沖＝256馴(6.8倍）、雲仙普賢岳噴火災害＝171馴(10.1倍）

借入金＝限界（高齢者返済能カ・ニ璽ローン問題、破産処理の 7年制約）

避難所 (1995/1/23=1153ケ前316,678人）

ライフライン 水道遮断＝1,277,300戸，ガス停止＝703,345戸，

停電＝1.043. 801戸，電話不通＝286.231回線

収人＝震災失業者（高齢者・弱者の完全失業者化） 4~11腫度＝9,000（月カ・駁＝15.000人）

職安求戦 95/4末兵庫＝30.081杖板＝3.400人、 95/8和2万人 95/11=9127

人口減少 1995/11/1＝県（2.24%) 12. 4万人減、神戸市(6.4%) 9. 7（東灘3.4臥）万人減

注）三宅島、伊豆大島事例との比較は、長嶋[l]pp.88-92，長嶋[7]pp. 95-99参照

特に、共助＝義援金による生活復輿は三宅島では大きな意義があった。

2)共助＝ボランティア｀（義援金、義援物資、無償労力提供）の構造的問題

相互扶助手段としての共助＝ボランティアは、①義援金、②義援物資、③無償労方提供

に分かれるが、それらに共通する特徴は、資源供与者側の論理と都合の優先性にある。っ

まり、何らかの調整手段がないと、需給ギャップが常態的に発生する。望ましい対応は、

a正確かつ詳細な需要側の情報の提供、 b資源供与者側が無理なく（例えば対応可能な年

間の金銭。時間予算内での預託＝複数供与先への分配）。無駄なく（適時適切な移動。活

動、物資の送付＝＝効率的配分）対応出来るための中間組織の形成、そして Cボランティア

組織間の（その他の相互扶助体系全体を見ての）役割調整による究極目的に照らした有効

性の実現である。

現実にはそれにほど遠い事実が繰り返されている。義援金問題では、典型的な著しい災

害間格差を生んでしまった。それを過去20年間の事例で見ると［表2]のようになる。そ

れを問題を残した事例と見るかどうかである。義援金総額。義援金送付者負担額と被災者

受取額との間での調整欠落的・構造的ギャップである。自発的に負担する限りにおいて発

現する構造的問題で、ニーズ情報が不正確であり、持続的受入れが困難で、災害毎。災害

間の調整システムが機能しないだけの問題ではない。そしてその結果は［第3表］ ［第4
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表］ ［第 5表］ ［第 6表］にみるような、被災者への配分と関連事業における贔。質両面

での差異を生み、取り分け大都市災害固有の深刻な教訓を残した事態を生み出している。

（なお自治体間の格差が、義援金送付先の供与者側の意凪や正確な情報欠如による気まぐ

れにより発生しやすいので、 ［第4表］にみるような最低限の調整は許容されるべきであ

る）。一人一人の善意を尊重する限り、すなわち強制や誘導を許容しない原則を貫くかぎ

り、この根本的な問題に対する有効な手立てはない。それをも許容した対策としては、災

発生以前からのより大型のボランティア。義援屈金の創造（ただし現実的には大型災害

に用途指定しない限り、 「赤い羽運動」に見られるように、多様な生活福祉需要間の調整

で災害部分のみに大型の未使用基金を留保しておくことには困難がある）か、第三者機関

(NGO. NPO) による不足事態に対する規模に応じた呼び掛け。正確で中立的な情報

提供と持続的調整が、唯一残された改善策である。共助（特に義援金）固有の本質的問題

である。

［第2表］主たる災害関連義援金総額（最近20年間）

1977年有珠山噴火 46,000(廿赤募集のみ）ガ刊

1978年宮城県沖地震 14.200 償）

1982年長崎大水害 230,000 

1983年 日本海中部地震 23,200 (1乱）

1983年三宅島噴火 26.800 （同）

1984年長野県中部地震 30,300 （同）

1986年伊豆大島噴火 17. 490 信）

1991年 台風19号 10, 600 （伺）

1993年釧路沖地震 7,700 償）

1991年～雲仙。普賢岳 2,330,000 * 
1993年北海道南西沖地震 2.590, 000 * 
1994年北海道東方沖地震 300(8尿募嬰せず）

1994年 三陸はるか沖地震 27, 000 

1995年 阪神淡路大震災 17, 630, 000 (96年5月現在）

（出面）「雲仙晋賢屈からU)提言」（前沢新一郎、共屑通信函館支局記者担肖分）より作成

注） ＊兵庫県幹部発言「島原・奥尻並みの配分には 1兆円(5.7倍）」必要

［第3表］義援金による住宅再建資金の格差（雲仙普賢岳、奥尻島事例の1/20)

阪神淡路 誌韮酬 瓢普貸屈千月［餞復難鼓＝全炉闘］ ［揺災書夷惰］謹難

住尼損壊見算金 100 住窓全壊見員金 4,000 住宅全譲見舞金 4,500 自家・全葛 10.3 500 全壊nf=＠17iPl 

持ち家修繕蘭咸 300 住宅取得費翡成 8,000 住宅再建蘭咸 4, 000 自家・その眉30.4250 皐壊 ＝50％上厭

顧等庸人費馘 L 500 象具等屑人貫輯 L 500 借象・全熾ー2-:J!200 喝闘＝20%1展
観住宅鱈費馘 300蒻餞象貫誠 30 借象・そ叫慇』:.l100 難雑戟300開

仮設住宅から(fJ移屠費助成 5。 n泄帯 万円 単身1〇〇n刊皐3゚％
計 400(1.0) 13, 800(34. 5) 10, 080(25. 2倍） 68]j世霜16,196態月 100rrf上晟uooo月
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注）その後97年 4月28日最終義援金配分全半壊に 5万円、 11月5日生活再建支援金支給

開始、 12月1日災害者中高年層の自立支援金支給開始。 98年公的支援法法案の成立。た

だし阪神淡路被災者は適用除外であるが、運用により一定額の支給が決定。その支給額

は不十分で、時期が遅れたため、受け取りの遅延が発生した。兵庫県は2500万人の署名

をバックに、全労災協会等とで組織した自然災害被災者支援促進協議会で、被災者の住

宅再建支援制度成立を要求している。

［第4表］ 基金等への配分比較 （）内は住宅醒馘蘭胴

雲仙。普賢岳 233翻 北海道南西沖 259馴

県義援金基金 60馴 奥尻町基金 133翻 (700,.,800)

島原市義援金基金 43馴 大成町基金 6馴

深江町災害対策抵金26馴 瀬棚町基金 6.5翻（最轟300)

被災者（直接配分等） 北桧山町脹金 7. 5翻（最轟350)

104馴 島牧村基金 5翻（最轟450)

(550) その他見舞金（納1爾27町2村•青輯）等

うち12廂町村が全蘭まt:Ii一葛受け取りを辞退

注1)奥尻町基金は 5年で取り崩しの予定、住宅再建助成額は、当初は雲仙事例を参考に

して決定。寒冷地、高齢者比率、人口対策、津波。強風対策などの条件の差異に配

慮（土地址盤。用地取得についてはさらに別途配慮）してのものと思われる。

2)阪神淡路では指定義援金以外は直接各自治体に寄せられたものも全て兵庫県南部地

震義援金募集委員会に集約し、自治体間の格差の発生を防いだ。広域激甚災害なら

ではの配慮である。

［図2]ディーコンにおける管理（家計財務・資源管理）の位階性

Investmen 

Estate 

Protection 

注）下ほど重要で、堅実性・慎重性原理に反する投機は排除すべきものとしている。

斜線部は論者による。リスク管理。安全安定性管理は第2の優先順位である。
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［第5表］ 被災者への配分比較

［被災者への配分］長月県 献川 臭屈訂＝40.159翻

死亡・不明者 150万月 300万月(5.94翻）

750,450.150万円（廂）

負傷者 50,..,100胴x122人

入院者 50胴 100万月（雨）

難羨駄訊（廿算直）

10万丹x6300人Y.11(6.3値円虹.I:)
ギ^―-9-^

5万月（全恰1ケ膝上）

住宅滅失世帯 200万月 250万月（輯） *400万甘Cl7. 48翻） 且見（一律）43万戸（M30息）

住宅半壊世帯 125万月 125万月（輯）

警戒地区世帯 32万月 42茄（前）

避難勧告世帯 27万月 37万月（市）

配分前に規制解除 5胴 10万月（廂）

床下浸水・一部損壊

避難家族（一人につき） 6万月 6胴（廂）

避難児童 l]＼学生（一人） 2万月 2万月（輯）

中学生（一人） 3万月 3万月（雨周）

轟校生（一人） 5万円 5万月（廂町）

肉親死亡児童特別教育資金一

要援護家庭奨励金

警戒・避晨傭告趨区内農棄爾I秦事棄祝20ガ刊 20万月（前）
-̂

法人20万月（訂） 眉人10万丹（月）
＾へづ~~^-^-~P .-．＾-°ダ-:~-ーゴへ~＾｀

店舗・工場全壊

一部損壊

越年見舞金 全蒻 5年末＝2万月 6年末＝1万丹
ヽ

全世帯配分 5万Pl(罰）

250万月 (2.20翻） 県・輯齢騒ユ位Fl

騒50胴x847世滞

300胴
←-^ギ^-＾—^亨^—^*-．

150胴
ゴ̂̂”~--^ゴ‘̂

保•幼眉人生蘭咸 1万丹

,j1争新人生軌成 2万月

帳頗入阻誠 5胴

載帷科書誠 2朋

100胴

30万円（独居•要介霞老人、母子家庭等）

生酋支援金 10万月（住宅損填0低中厨得者）
--^¢:̀̂-へ̀‘

注）住宅全壊＝ 43 7世帯。北桧山町は 50 0万円、島牧村は47 0万円（仮設に入ら

ない場合は49 0万円）など奥尻異なる場合がある。上記表に見られるように個別

支給額で比較するのではなく全体・詳細で比較する必要がある。

注） ＊公的支援もくしは公的助成として、阪神生活再建の会は、全壊世帯50 0万円、

復興神戸県民会議は住宅。店舗再建に 50 0万円、被災者の生活再建支援に 35 0 

万円をもとめている。

-209 -



［第 6表］ 基金の支出内訳（被災者向け直接支給以外） 1996年10月床

［雲仙。普賢岳］ 233馴

県義援金基金 (60馴）皐威6年阻度蘭茄

生活支援（食事仇与事業対象外泄帯救済） 15.527 

象貨信仇（最大4ガ月、2万月まで全額） 26.500 

倉庫肇保（母難者翡物収容） 20.000 

移転費助成 （仮設を枇る者、他喘5i lり） 2.900 

＾ 家財道具講人費助成（最轟150万円） 60,000 

(70%)（中尾）1|へR災害拡大を1こらみー翡保留）

＾ 島原市義援金基金 (43翻）6年舷胴
水道ホース 13740台 10,250 

月主防災組織設置植助金186町内会 13,299 

鼻灰袋配布 290万袋 L 761 

ボうンティ了協議会蘭蘭助咸 900 

住宅再建助成（雨負担250ガ月） 65,342 

＾ 移転費助蔽 （仮設を軋る者、息翌i且[[[ =（県）
倉庫眉保等蘭成 （上限2万刊） 15,786 

家財道具講人費助成 ($30%＝最篇150万円）

＾ 住宅憔体費崩成

定住促進土婚購人助成

仮設1}宅甘肌川）家」皐額負担 n. a. 

仮設｛じも 洗罹用乾燥機配鰤 n. a. 

粋伏除よ極設整饂（棄クバコ、茶） n. a. 

避難畜舎•ハりス借上助威 n. a. 

被災果椙農家・苗木嗣人費助成 n. a. 

マダイ、ヒう｝輯靡業 n. a. 

（住宅再建400件用資金留保） 釦10翻

深江町災害対策基金 (26側])

住窮再札助成（町負担250万刊） x210=5.2餡 f~

＾ 家財道只扇人費助成 （屑30%)

＾ 水道料金助成（月lOOOPI)全世帯

人材育成事業（被災婚視素等）上限県内3万刊、県外6万刊

布闘乾燥機、散ポホース、直覆1l11）ュック＝全世帯

且主防災組繊設置補蘭金ー設立10万刊、酋勁助成10万刊

被災者用住宅闘態惜人助賊（：士態開発公社1こ貸付） ＝9.4翡刊

［奥尻町］ 190馴

甚金尉 133 

観者へ0)屈分約40

災害復18・防災対策 6 

（観難翻、雌蹟、

鰈顆等）

輯者育咸甚金 10 

孵・育英齢 1 

700~800ガ刊＝約44餡?l

迎.80崩刊

舒150万月＝5.77翻

＾ 上鯰攣＝0.1翻
頃100万月＝杓2.5馴

共甘利lll倉庫整錮助賊＝約1.9巖Pl

［阪神淡路大晨災］1773餡刊（訃算値）

住宅助咸金 573.9 32. 4% 

住宅損壊見算金 450.9 25. 4 

鱈支履金 395.0 22.3 

要援護家庭激蘭金 163.4 9.2 

魏輯翻 150.0 8.5 

翻誠金 18. 3 1. 0 

鰭観齢 6. 1 0. 3 

死亡行方不明者等見算金5.8 0. 3 

災害児童特別教育資金 5. 0 0. 3 

紐分 5.0 0.3 

計 100. 0 

＊迎屈'(-律＝杓1290馴）

（罪闘•町貨住窓屈）

＊一

請困llll鰭麟費＝249里＝3.2馴

翻翡人費誌殷蝕嬰＝2.3翻

車,j＼企業再開助成40--70%＝約2.8餡刊
-̂へ:し

（頃4500胴）
←̂-.へ‘’‘r-

生匪学習センクー建設＝5値円
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3)共助＝義援物資の構造的問題と対応

義援物資（モノの支援ボライティア）においても、大島・三宅島噴火事例においてもあ

った問題が今なお続いている。未調整、不要物資の未分類送付で、ニーズヘのフィットに

問題があるのみならず、保存性に問題があったり、再分類作業に大量の人手が必要であっ

たり、さらにはそのまま廃棄しなければならない悪質物資の無差別的送付まである。

その後者の処分が奥尻事例で、誤解報道され、善意の物資焼却と報じられた（その作業

に当時疑獄問題になっていた運輸会社が当たったとして、さらに心証の悪い印象を与えて

いたが、事実は困った町当局に本土側で無償で協力した会社側のこれも「善意」の行動で

あった）。この時別の正確な事情報道がなされていたら、同じ問題は阪神淡路事例ではか

なり改善されていたものと思われる。奥尻町の総括報告畜の中で、実際に役立った支援物

資と問題物資の内容が具体的かつ詳細に記録されている（三宅島事例で聞き取りした内容

と全く類似である）。赤十字。北海道庁などから段階的に供与された物資（災害救援品＝

毛布などのほか、日用品セットとお見舞い品セットがある。お見舞い品セットの中には缶

詰類のほかウィスキー180gなども含まれている。それら）の詳細も記されている。それら

は、初期義援物資として公的。準公的な備蓄かなされたり，緊急調達したものである。ま

た、備蓄対策として小規模自治体としては、むしろ市場の流通機能を活用する措置（契約

書の作成）などの対応策がホされている。

これらの情報の共有と、教育的措置による送る側のマナーの確保は、共助以前の迷惑防

止問題である。つまり負の共助として位置付けるべきものである。物資をめぐる共助の水

準向上にとり、本質的。根源的対策として、璽要な位置付けをされるべきもの、勝手（迷

惑）と自発（有効な貢献）の意味の違いの教育となる。阪神淡路事例も含めて、その要点

を整理しておくと［第 7表］のようになる。

［第 7表］私的な義援物資送付。配布の基本ルールと都市防災。被災グッズ

①受け取り後の配分を考えて、中身を分かりやすく表示する。

②そのままでは日持ちしない物を送るときには、長期保存に耐えられる状態にして送る。

通常以上に輸送時間、配送時間が掛かる。またビン類は壊れやすい。

③衣類はサイズ。男女性用。老人子供用別などを明記する。可能な限り、それらごとにま

とまった単位で送る。上着類は作業着（トレーナー、スェット類）防寒具類以外は、そ

れぞれに好みがあるのでさほど役立たない。ましてや古着類は、混乱現場での追加作業

とゴミを増やすのみである。ただし、下着類は（清潔な物、出来れば新品、特にメーカ

ーの贈ったものは）サイズが多少不揃いでも、喜ばれる。

④特定者の購人。調達困難物資（＝生理用品、離乳食、老人用品など）については、正確

かつ具体的な情報の発信が大切である［今後インターネットなどでの相互調整が期待さ

れる］。

⑤避難所での生活で喜ばれるもの（固形燃料、バーベキューセットなど）もある。

⑥弁当などの支給について、 「弁当症候群」が発生した。冷たく、メニュー変化に乏しく、

かつ栄養が偏った。とくに野菜。魚。汁物不足と、揚げ物。カロリー過多である。ビタ
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ミン・ミネラル（特にカルシゥム、鉄分など）不足の長期化は、避難者。救援者ともに

深刻な身体的，）精神的ストレスとなり、病気の原因となった。これらを補うには多様な

方法があるが、関連物資。施設の供与や支援は大切である。

⑦トイレ問題への改善策として、簡易。ポータプルものも開発されている。マンホール利

用臨時施設も公的。準公的に措置されるであろうか、当座の対応が適切に成されること

か、水洗トイレの時代に生きるものの健康符理上、取り分け大切である。

⑧水の簡易浄化装置や、水。整理食塩水（スポーツ飲料類）のペットボトルは、有益。

⑨本来発災以前に準備すべきものだが、サックなどにつめた避難用品セット。 （伊豆大島

事例でしま、帰島後再避難に備えて、各家庭でも改めて準備した。避難所での不足物資の

経験、共同生活による特別な必需品＝喉対策など長嶋[4][5]参照。）最低限の共通品目

や様々な工夫については荒川じんぺい [9]参照。

⑩移動手段として、バイクやマウンテイバイクは荒れ。伽戟する姐路条件の下では有効で、

ある。ナップサックは、移勁連搬手段として有効であるばかりか、高層住宅における水

の運搬用としても効果があった。また、野焼きや瓦礫除去作業による粉塵被害防止のマ

スク類も、第1次避難後の生活期間に必需品となった。これらは都市固有の必需物資で

ある。

4)共助＝無償労力提供の構造的問題と対応

災害対応の、ボランティア活勁は、雲仙普腎岳・奥尻。阪神淡路の被災事例において、

近年我が国でも註日されるものとなってきた。奥尻'l~例では、全域的被害（役場近辺地域

の一部を除く）の離島事情もあり、宿泊。食料手当てなどの受入れ態勢が整うまで待機し

てもらい、以降義援物資の柩刑や運搬。移動などの労力提供の協力等を得た。官との調整

での秩序のある、しかし在来刑活動であった。

阪神淡路事例では、官との調整の枠を越えた活動が始まる。それほど広域的でかつ多様

な需要（官の対応限界を越えた、規模と内容）があったためである。とりわけ阪神淡路大

震災における大規模。広域的。中期的な参加料の出現は我が国の賑史に残る圃期的な出来

事であった。しかし初期的対応にありがちの経験的に改酋可能な問題のほかに、構造的椙l

題点も露呈した。そこで、ボランティア組織の形成と、連絡網の形成、さらにはそれらを

つなぐ淵整組織の形成へと進んだ。 NPO糾識間で行ったものと（淡路では被古が軽微で

島内でのボランティアを総括すべく連絡組織が洲本に形成された）、役場で糾祉。ボラン

ティア経験のある人がオーガナイザーとして総括し調整を行った事例（一宮町）もある。

ボランティアが相手に迷惑になる場合がある。受入れ条件を必要としない措置が最善で、

奥尻での受人れ教訓を活かした奥尻町の北淡町での対応は模範事例である。①野営通貝。

自炊食料を持っていく、②ニーズを熟知し戦力となる専門的人材を派遣する（医師、保健

婦）、③外部者・ボランティアだからこそ出来る被災者特有のココロのケアに当たる（奥

尻では余りにも皆が事桔を知りすぎて、気の毒かり敬遠していたことか、かえって重い負

担になった事例に鑑み、外部の中立的存在の保健婦が聞き手となり、とことん付き合いコ

コロの負担の軽減に協力した）。④医師などの場合、現地のスタッフと密接に連絡し、あ
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くまでも補助者としての役割に徹する。⑤同じ披災経験者としての立場と気配りを活かす。

被災者側も遠慮のいらない対応が可能である。⑥その後も長期にわたり、関係を続け、相

の親睦を図りながら、友好交流を続けている。そのことは、長い時間を掛けての相

援でもある（なお両町は北淡町制40周年の96年3月姉妹都市提携をし、交流を持続的なも

のとした）。

ボランティア活動で、問題となった最大のボイントは、本質的無責任性・気まぐれ・専

門性の欠如である。その是正には、情報十NetWorking十訓練＋糾織育成＝NGO/NPO

の組織的調整主体支援（教育。経験。人材。運営費。情報組織連帯）の対応が必要である。

また、ボランティア固有の役割とは何かの自己認識と相互理解そしてその組織内での反省

的検討（する側の立場を離れ、受けて側から考えてみること）が重要である。なお、ナホ

トカ号原油流出事故 (96年）では、その経験を活かした組織的対応能力の形成と、情報を

活用しアロケーションの無駄が改善され、その欠点か一部是正された。しかし、その社会

的機能の割りには、その認知度はまだ不足しており、そのレベル向上。参加経験人員の確

保（その予備軍教育と人員確保）には重要な意義がある。 NPO。NGOの海外支援面

（災害時のみにとどまらない共通事項。内容がある）、あるいは各国内NPO。NGOの

レベル向上協力面（同様災害＋ a)などの国際協力面でも、今後検討の求められる重要テ

ーマである。

3 公助と互助の役割と実績

1)公助の役割とその問題点

公助の理念の基本と運用の在り方に抜本的な見直し求められたのも今回の震災において

である。公助の梢本原則は、公共性にあり、運用の基本は公平性にある。

何をもって公共性。公益・社会正義と考えるのか、そこに多分に裁量の余地がある（住

専問題はその典型例である）。正義の理論は、原始契約論から考えられるが、国家摩擦や

国家間紛争、そして社会経済システム認識が脱イディオロギー化した現在においては、公

共財や政府・国家の機能に関しても、平和。人権•生存という基本的忽識や、安全•安定

•福祉などという基礎的・制度的環境論としての再考察も必要な時代を迎えている。社会

の安定化装置としての「政治」、市民社会。市民生活の夜警としての「国家」を措定する

とき、大規模災害に対する危機管理は国益そのものであり、公共性そのものである。シビ

ルミニマム的救済論が、 「国は豊かでも、この国の民は貧しい（阪神にて、ボードリアー

ル）」といわれるこの国にあっては欠落しているのである。

「個人の私有財産の形成に国家は関与しないのが資本主義社会の原理である。」という

論理は、厳密には全ての公的支出の原理とはなっていない。被災者生活支援は立ち直りの

ための、支度金的なもの以上ではなく、生活扶助的な正確に近い。むしろ今回、一人当た

りが少なくても、総額としては巨大となる財政支出を必要とする事情にかんがみ、ひいた

例外的な原理原則に近いのである。また後述するように、行政運用の論理としての、公平

性。合規性・前例主義もそのありかたで数々問題が発生した。緊急事態、目の前の被災者

救済という状況理解と判断は、通常の行政姿勢そのもののあぶり出しとなったのである。
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2)公助の実績とその問題点

公助の実績としては、①通常行政、従前の制度（②危機管理③避難救済④災害復旧）、

⑤弾力的裁量措置、⑥新規措置の各段階がある。

①通常行政で問題になったのが、公平性の自縄自縛問題である。 「全員に平等に」を考

えると、公共施設の使用制限（学校などの施設。炊事施設等利用禁止、受入れ制限。閉鎖）

ゃ、義援物資の分配を遅延させたりした。杓子定規の、誤った行政措置であることは誰の

目にも自明である。緊急事態における、救済措置に対応する、行政の本来の使命、役人の

市民を遠ざけるオカミ意識の残滓、本来の市民の「権利」の優先性についても考えさせら

れる事例が各地で同時的に発生した。

②従前の制度（危機管理） ＝中央政府の危機管理、初動救済措置の失敗は内閣に深刻な

教訓を残した。単に情報管理。連絡網問題にとどまらず、官邸の意思決定問題。国家や国

防とは何かについての基礎認識にも及ぶ問題が問われた。

③従前の制度（避難救済） ＝ライフラインの切断は、被災者救済と災害拡大の防止にも

制約となった。救急・消防。警察の「生活防衛の公共システム」は、セキュリティ機能を

果たせず、その間に被災被害は拡大した。東海。関東型の想定が、インフラ面にも及んで

いたら、交通規制が初期から適切だったら…の、 if想定で比較するどき、救済されたはず

の想定規模との格差は都市部において、深刻な問題を残した。それは、担当者のココロの

傷としても残った。 （奥尻事例では、自衛官と、司令は私人として初期救援に参加し、組

織的には役場に駆け込んで道からの指示要請を受けてからの対応とした。後述する淡路事

例では消防団員の獅子奮迅の活躍で、人命救済後、被害拡大を防止し、またその後もかな

りの期間にわたり救援部隊の指揮・誘導・調整に尽力した。）

④従前の制度（災害復旧） ＝災害復旧事業は、原則として原状回復である。しかし復興

=+aを想定した復1日と、耐震構造面での最低限の補強が前提となった。ただ、不況経済

回復、菫要中心地域、公共事業（総額重視型）政策などの事情は、この地域の回復の機動

力として作用した。公＞＞民の復旧プロセスは、 「民の困窮」 「直接救済の遅れ」との間

で矛盾的と見えるほどのものであった。

⑤弾力的裁鼠措置＝自治体レベルでは、ソフトや福祉面でかなりの独自事業は可能であ

る。しかしあまりにもの被害規模の大きさと、公共事業優先的・株式会社型都市行政で有

名な地域としての方針転換は容易ではなかった。 （その反対事例が福祉優先的な五色町な

どのきめ細かな裁量的救済措置である）

⑥新規措置＝個人（財産形成）救済をしないという、かたくな措置は、将来に想定され

る巨大都市（地震）災害への不安を国民に植え付けている。僅かな追加措置としては［第

8表］のように税制上。生活支援の優遇。特例措岡や災害者住宅などへの特例的家賃制度

の適用があるが、これはこれとして評価に値する措置である。
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［第8表］税制上。生活支援の優遇。特例措樅

［税制優遇措置］

所得税 軽減免除限度額引き上げ 全額免除 300開→ 500肝l

1/2軽減 450万月→ 750開 1/4軽減 600胴→1000胴

地価税 全壊＝ 3年間免除

地方税 資産損失額を、 94年損失金とし95年度以降個人住民税の雑損控除

固定資産税。都市計画税

被災家屋などに替わるものの取得＝減額

課税対象償却資産に替わるものの取得＝課税標準の減額

［生活支援特例措置］

公営住宅への転居 3年以内を限度に住民票を移さずに入居可能

県外在住被災者

（将来戻ることを条件）家賃補助＝1/2（上限3万円）

（一時的）県外就職活動資金貸付＝利子3％上限 100万円償還期限 5年

（半年以上）被災者屈用県外事業者奨励金＝一人当たり50万円

生活復興資金 無利子貸付＝償還期限 6年＝上限 100万円（将来 300万円）

（全半壊中低所得者）

3)互助の役割。実績とその問題点

互助は関係者による（そのため、権利義務的な関係を持ちやすい）相互扶助である。今

回震災のような不担保リスク発生状態の下で、頼るべき存在として改めて表てに出てきた

のが互助（でありそして共助）であった。血縁＝親族（生活を共にしていない家族を含む）

、地縁＝地域共同体内組織や仲間組織（友人、知人）、社縁（会社内組織）などは、かっ

ては個人と家族を覆う社会の安定化装置として重要な役割を果たしていた。個人は家族に

守られ、家族は地域と互助システムに守られていたものが、次第に市場システム利用型の

自立・自助と、社会保障制度などの公的福祉＝公助に置き代わられ、趨勢としては、互助

は頼るべきものというより、形式的。予備的なものとなって来ていた。

今回の都市型震災でなおかつ表に出てきた実態と実績（淡路は後述）は次の通りである。

①避難先として親戚は重要な位置を占めた。しかし、長期（実子の家でも）滞在は、遠慮

と軋礫を生み、一次。緊急避難先としての機能以上ではなかった。

②一人当たり義援金が少なかったのに比べ、見舞金の総額は、各段に上回った。相対的に

頼るべき存在となった。被害者もより重い親戚被害者に見舞金を送っている。気兼ねの

ない見舞金として会社関係＝共済の評価は高い。公務員・大学関係者で100万円近い例

も少なくない。

③親戚の物心両面での支援が心強かったとする意見が多く、大都市といっても（相対的）

近辺地域に居住する阪神域的特徴が見られる。見舞い金同様、より深刻な親戚への直接

支援活動に向かった（互助だが見るに見兼ねて動いた）被災者も少なくない…。

（以上詳しくは日本家政学会阪神・淡路大震災調査研究特別委員会[26]参照）
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4 淡路島の被災から復典までの状況

～都市地域と非都市地域との比較～

発災から復興（現在進行中）までの経緯で、数々都市部との相違点がある。毎1ヶ月淡

路地域を訪れたが、その詳細を記述する紙面のゆとりがないので、各段階ごとの要旨。箇

条書き的項目を以下と［第9表］にまとめた。

1 発災時においては、断層直上にもかかわらが、人的被害が少なく、対策本部設置も

迅速で、役場等での資材手当ても迅速的確になされた。鳴門大橋の交通遮断がなか

ったせいで、地域外支援ルートも確保で来た。地域内でも被害の少ない地域が相当

あり、初期対応にゆとりができた。また、住居が複数棟ある暮らし方で倒壊してい

ない棟もあり、それがリダンダンシー（冗長性）としてのゆとりを生んだ。

2 救助。救援において、消防団員の役割は特筆すべきものがあった。また各職責（商

業、地域マスコミ、役場、郵便、建築業者など）に応じた顕著な地域貢献が見られ

た。葬式などもすぐに完了し、斎場では都市部（東灘他）からの受入れもした。ま

た、地域外からの支援体制も迅速かつ組織的になされた。，

3 仮設住宅の設置、避難所の解消も他よりも早い時期に完了した。ただし、産業被害

は、漁港被害、海苔作業（加工作業の水確保）、釘煮（労力。炊場）、ビワ（袋付

け労力）、観光（風評被害）などで、産業対策も兼ねて補助金付き被災者温泉宿泊

も企画された。

4 復旧・再生では、都市生活者に比べて預貯金を多く確保する生活のためか、また相

応の担保物件もあり、倒壊家屋の再建着手も早く、区画整理未決定地域ですら、多

くの者が住宅再建に踏み切っている。理由は、高齢者にとり時間は貴重で、公的決

定を待つ間に「寿命が来る、待てない」という意見に代表される事情がある。各種

公共工事や、被災者住宅の建設も順調であった。一宮群家地区の再開発計画の手順

は、民主的で模範的な事例である。北淡富島地区の混乱は、行政手順問題の他、鰻

長屋的な旧住居。小土地所有、大地主などに関わる歴史的背景もあった。

5 復興（現在進行中）と、明石大橋完成とが重なり、地域変革を迎えようとしている。

高齢化。都市化。架橋島化。復興の波に対して、地域アイデンティティ、文化・福

祉。アメニイティなどに関して違和感なきヒューマン。エコロジー的新生の在り方

が問われている。
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［第 9表］淡路島の被災状況

～防災から復興までの都市地域（阪神）と非都市地域（淡路）との比較～

1 被災 ri s k発生＝ ［発災］ basic-security& safety-conditions（生命・状況情報）

①死者57、重傷108，軽傷1,119

②全壊 3.438世帯、半壊 5,325世帯

③一部損壊 15,980世帯・非住居 4,754棟

④火災 1件

⑤消防職員 214人消防団員14,258人

⑥災害対策本部1/17=6:10-8:00 6:10＝津名町6:30＝北淡町東浦町7:00＝五色町緑町
-̂.-^」~-^ゴ° -̂-”̂マ.-^-_;ヘク

8:00＝一宮町洲本市淡路町三原町 9:00＝應婆恵 13:00酉態患： （包翌烹？
⑦離島性＝都市ガス＝規模の経済性からの遅れ（洲本唯一被害4人）

⑧産業被害＝水・電気＝海苔，釜・労力＝イカナゴ（クギ煮）、労力＝ビワ、

⑨長期＝観光［同じ島内でも状況が全く異なる］＝外部に情報伝わらず南部観光に大打撃

⑩長期＝水源（灌漑措置確保，井戸＝一部給水車／畜産用有料） 3年

＊住み方＝棟が多く冗長性redundancyの生活構造（全棟全壊にいたらない家が相当存在）

その後も同一敷地内に複数家族受入れ、他棟で生活持続

2 救助・救援＝［非常時］ rescue& basic-human-needs & health 

①自主防災組織＝消防団迅速生き埋め救済・その後も陣頭指揮・救援引受組織・

地元の専門リーダー的役割・交替・家庭職務より挫~優先

②救助情報＝非匿名社会・状況認識・対処行動

③職責状況認識＝消防団・役場・設計士・建築業者・小売業者・地方新聞・役場間応援

④橋•海路効果＝香川徳島岡山その他四国・和歌山＝バランティア・物資

自衛隊派遣・資材入手（岡山水島＝ビニールシート・四国）

⑤1/18合同葬＝迅速葬儀不明解除＝スケール＋アクセス＋地域内外人的動員体制

＝東灘から船で骨焼きに来る（＝現在港島仮設居住者）
’’ 

⑥地元ミニコミ (OnionPress)＝特集情報／マスコミ（神戸新聞号外淡路版）

=B 5版上質紙＝地域情報＋生活情報（都市他県経由時間・内容）

⑦一時廉価商品が大手販売店から消える

⑧客船臨時宿泊（豪華・余震なし）

⑨簡保医療船

⑩疎開児童受入れ。義援金物資発送＝相対的ゆとり

3 避難＝ ［非日常／異日常］ refuge&rehabili tation く対人的資源＞

①福祉の町＝五色町＝一番早い仮設住宅設置＝2/2=12日目防風措置，

津名町一期＝2/7完成＝社会的弱者優先 cf．神戸市＝大規模悪平等主義

②北淡町＝95/4=640人全員入居 (600戸）、ただし独居老人相部屋入居間仕切り生活問題

③「鮨屋」早期再開の意義＝憩空間・食事 cf．餌［異日常］

④既存自治組織健在＝仮設自治組織＝不要 cf．宝塚旧又は新住民（混住地区が問題）

⑤ゲートボール場付仮設住宅＝東浦町
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⑥風呂利用＝温泉招待一部自治体負担（洲本）、準公共施設（北淡簡保センター石巖クオル）

⑦在宅ケア破綻老人ホーム満杯

⑧役場職員応援派遣。郵便体制

⑨観光不入逆手＝淡路人形座新外題挑戦

⑩地域内＝ボランティア再組織化ネットワーク

4 復旧。再生 ［日常再生］ rebulildingrenewal 

く調和＞安定。安全。安心 ／生＝ライフの質

①過疎への拍車懸念＝老人用公営住宅確保問題（高齢地域の再生問題）

②手順＝一宮郡家町商工会緊急被害調査2月初め＝経営者9割開店意欲

/83店舗＝二42全17半24一部／25.4億円／津名町大型店…2月拷プレハプ仮設店舗鳥外駐

2/21役場＝401世帯アンケート 4/25復興拠点ゾーン地権者

5/12まちづくり委員会ワーキング（第1且）・・・地主家主経営者（尻者10, 全蘭1032，皐鄭13)

用地確保 Cf．地権。居住者＝土地建物所有者構造（都市）役場すぐ前

③区画整理建物補償・減歩＝北淡富島＝防災道路への反対＝都市道路と都市型住居地域

像への反発＋トップダウン意思決定，港。橋＝ベットタウン構想

④一宮町文化財「住田家」修復不可能6000万円収蔵品保存

⑤瓦産業（基幹産業）イメージ対策

⑥町営住宅木造から鉄筋に

⑦広域消防体制

⑧天候による孤島化対策常時測候＝防災情報網

⑨資産・借人カニ淡路暮方

⑩生活保障資源system

5 復興 renessance（興し＝＋ a)自己実現

活気＝夢曇希望・勇気＝故郷原風景（違和感のない創造）

①fresh-start自己・地域・社会への希望・展望。自信＝地域興し自分興し

②被災の積極克服。個性。情報発信＝野島断層等（逆手）博物館。被災企業誘致

③総合的地域私生活自立＝肉体・精神・経済•生活技術・市民的・親自然的

④都市との同一問題＝若い労働カ・人ロバランス／下町らしさ＝長田問題

⑤新しいcommunity関係創造＝共commons・ゆとり。日常的・人間的豊さ

⑥友好。連帯＝奥尻との縁（医師派遣、姉妹提携＝北淡町）形成と連携復興

⑦島独自の流通機構（レタス、カーネーション＝交通マヒ＝特定大都市ルート依存）

発展的安定的経済基盤

⑧CATV,inter-netへの期待＝地域生活・防災。双方向。認知・対処情報回路確保

⑨中国四国連絡橋（明石大橋） ＝違和感なき社会。雙よ要曼↑への細心なる気配り

雇用調整（フェリー企業）地域変革（都市との直接接続）

産業調整（新規分野・参入＝競争激化）新住民・別荘利用者。行楽利用者との調整

⑩国家的。社会的調整による生活リスク管理＝相互扶助体系の総合的創造的革新

（システム的失敗の排除 •NPO認知と調整）
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5 豊中三国調査に見る相互扶助実態

(1)家族・家庭経営

1)危機管理対応の組織的経営力

震災対応の管理力は通常の危機管理対応の組織的経営力において、どのような実態であ

ったかを次の問いでは調査した。それぞれのグループは①紐帯cohesion（家族的結束）、

②機能functionality（資源獲得・管理）、 ③適応adaptability（組織的対応力）、④意

思伝達communication（共通理解・情報伝達）に属し、さらにその詳細を聞いたものである。

［第10表］震災直後と較らべ今の家族と家庭経営をお尋ねします（該当欄に0をつけて

ください） 有俯・欠量菖'.)kIiんとど 着it

炭bらなし＼

①家族の結束 旦20 3 17 7 ..,. 
子供の頼りがい 23 24 6 11 6 

配偶者の頼りがい 16 31 3 8 5 

②家族による収入・資源獲得 24 23 12 11 1 

節約による対応 30 17 5 14 11 

③家庭内の役割分担 24 23 2 15 7 
.-^--

④家族の対話・意思伝達 23 24 5 13 5 

親子の会話 24 23 6 14 4 

夫婦の会話 16 31 3 8 5 

①家族的紐帯 やや増えた程度（子供については増も減も同じくらい、家族全体として

の結束がやや増）

②機能 機能性を高めて危機に対応するには、災害は社会・経済的構造にも影響

が及んだので、通常的リスク対応のようには行かない。生活破壊の影響。

節約＝機能性の減少を補う緊急対応。上記のまさに裏と表。

③適応 組織内的調整ができたものが相当ある。注目したい数値。

④意思伝達 相対的には若干夫婦増傾向こ家族（さほど変わらず）こ親子減傾向。

共通理解を深めるまでもない状況下で、従来より狭い家に住み（押し込

まれ）対話の弾まない異常な状況が垣間見える、重苦しい数値である。

これらに共通する、配偶者についての控え目な反応は、回答を見られるきまずさもあっ

てのことかもしれないが、親子関係よりも重視される面で非日常的な危機感の反映とも見

られる。

2)生活の変化

生活の福利well-beingの内容を構成する、暮らしにおける人間関係的なつながりの変化

①②③④⑤、物欲の変化⑥、日常的な不自由度の変化⑦、不安・心配要因の変化⑧⑨、余

暇などのゆとりの変化⑯を聞いた。

-219 -



［第11表］ 震災直後とくらべ今の生活はどの程度変化しましたか（該当欄に0をつけ

てください）

①友人との交際

②近隣との交際

③親類との交際

④ボランティアとの関係

⑤震災での知人との交際

⑥物欲

有効・欠鼠且っtiiんとど 増えt
変わらない

41 6 18 19 4 
△-̂̀？̂ 

42 5蘊 10L

41 6 11 25 5 
^— 

25 22 7 13 5 

36 11 7 21 8 

31 16 12 15 4 
→ 

⑦家事・身の回りの不自由度39 8 8 21 10 

⑧これからのくらしへの不安40 7 7 12 21 

⑨家族についての心配事 30 17 6 13 11 

⑩余暇などのくらしのゆとり3611 14 17 5 
-．-

袋

全体としては、これからの生活への不安が飛び抜けて高い。家族についての不安の増加

がある面で、暮らしの不自由度はかなり相対的な範疇となっている、（仮設的な空間よりさ

ほど肯定的な変化とはなっていないところはやや気になるところである）。余暇などのゆ

とりの質の低下が顕著で、物欲も著しく低下、その一方で近隣・友人との交際の強化が進

んでいる。

［交際］ ｛友人｝震災での友人関係的な絆の確保よりも、それさえゆとりのない状況や、

関係を結び続けられないほどの異常状況下で関係の切断・保持困難状況が発生していた

数値である。 ｛近隣｝住宅を失ったもの同志が関係を絶たれた、その一方で（多分）新

しい隣人との関係も開いてもいる。 ｛親類｝安定的な中での若干の減少傾向（ゆとりの

ない状況） ｛ボランティア｝全体としてみると関係の構築にまで進んだ強い結果を残し---

てはいない。比較的覚めた反応である。 ｛知人｝これも安定的で、他と比べれば唯一、

増が減を若干上回る。

敢えていえば、安定度の高さから見るとほとんど変化ない知人以下、知人こボランテ

ィアこ親類こ近隣・友人と交際が息詰まっていた状況が浮かび上がってくる。まさに、

人間関係的な潤いも絶たれがちの、 「寂しい被災生活」状況が浮かび上がってくる。

［物欲］消費の冷え込みというより、ライフスタイルヘのインパクトが出ている。失って

みると見えてくる分ってきた物質的豊かさへの懐疑が明確に出ている。 （一方物欲が増

えた人若干名の解釈は、生存財的な欠如へのニーズか、憂さ晴らし的ウオンツか）

［不自由度］意外なほどに変化を認めない。今回対象者のつましい自己管理的生き方、日

ごろからの自立性によるのか。

［くらしへの不安］他の項目以上に意見が別れた。不安増が相当多いが、減もある。

［家族への心配事］これも意見が別れ、増が若干多いが、減（安定化）もある。

［余暇］余暇どころではない状況がはっきり出ているが、増も若干ある（これはもともと

少ない生き方だったのが与えられる余暇機会の増加事実を言っているとも思われる）。
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3)相互扶助体系について

相互扶助体系については、公助・共助・互助・自助について、カネ・モノ・サービスや

制度面について聞いた。受けた相互扶助では、 ［公助］こ［互助（親戚）］・［自助（預貯金

取崩）］こ［共助］こ［自助（節約）］三［互助（会社・友人知人） ］こ…と、困窮事情を抱

える層（今回調査対象者に）に、支援の幅は相当に限られていた事情が浮かび上がってく

る。他では低い（もしくは低かった）公助がそれなりの評価であるのは注目に値する。

［第12表］受けたお互いの助け合いについて

韓•欠罹 有無

公助 受けた支援金・見舞金など 43 4 38 5 

受けた物資など 37 10 29 8 

受けたサービス（例］瓦輯去） 31 16 4 17 

梱した融資制度・利子補給など 34 13 3 31 

共助 受けとった義援金 36 11 12 24 

受けた物資など 39 8 16 21 

受けたサービス 39 8 17 22 

（例］炊き枇し•介護•泄屈·巖励）など

利用した支援制度など 32 15 1 31 

互助 会社（カネ・傷・サービス・輯） 36 11 12 24 

近い親戚（同上） 37 10 18 19 

友人知人（同上） 34 13 10 24 

地域組織（同上） 33 14 4 29 

その他の関係者（同上） 31 16 6 25 

自助 受けとり保険額 37 10 2 35 

家族の結束 30 17 6 24 

預貯金の取り崩し 35 12 19 16 

借入金 37 10 8 29 

追加収入手即醗（バイト、パートなど） 36 11 4 32 

主たる節約方法 32 15 14 18 

［公助］公助を受けたと「認識」しない程の怒り（との理解が必要と思われるものが一部）

がかいま見える反応もある。サービスについてはしてもらったとの認識は著減。融資。

利子補給などの制度利用者はこの対象集団では例外的存在である。公助機能の非力さ。

［共助］義援金について意外な反応で、額の少なさのせいであろうか「もらった」印象が

少ない。義援物資はカネよりは印象が強い。そしてサービスもカネより強い（モノより若

干印象がある）。対人的資源こそ共助の本質と言う説の支持材料としても矛盾しない。

制度的な共助はまだ全く定着していない（うけたとする 1件の内容が興味深い）。
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［互助］会社からは（勤め人比率の確認が必要だが）義援金並の回答。親戚は会社より頼

りになっている（困ったときの親戚は前回調査と符号。ただし他が頼りにならない中での

相対的なもので、受けとらないとほぼ同数）。親戚こ会社こ友人知人こ他関係者こ地域組織

［自助］保険にも入っていないのではなく頼りにならなかった現状が浮かび出てくる。家

族結束は自助手段にならなかったとするものが極めて多いが、記入者の 2割がポジティブ

と見ている。文字通り過去の蓄積の取り崩しによる対応が「万が1への備え」効果をそれ

なりに発揮している。借金するほど追い込まれた人は有効回答者の 2割。 （高齢者が多い

こともあるが）新しくバイトなどに挑戦は 1割。節約もまさに自助と（けなげに）励んだ

もの 4割。預貯金取崩こ節約こ借入金こ追加収入開発こ保険。

4)行った互助活動

行った互助活動について聞いた。相互扶助の受けとり手だけでは無く、まわりにしたり、

社会に働きかけたものが有効回答者の 3割近くいることは注目したい。困窮者であっても、

（あるいはそれなるがゆえに） 「それほどの何か」 （需要と現実とのギャップ、さらには

被災者の連帯観など）があったことを示唆する。

［第13表］ 行った互助（顧涌鵞愧人など）・共助 饉・燻 有無

（恭うンティア酋島など）と公助等社会への働きかけ 35 12 10 25 

5)家政学会会員調査との結果の類似性

被災直後の家政学会会員調査では、公助（「資本主義自助概念の誤解」＋「資産形成と

自立最低限の初期条件とのすり替え・混交」＋「増分主義的財政手法の硬直性」などの制

度不備と「生活福祉政策理念の貧困」）と共助が期待できない超大規模災害的状況下に於

いて、社縁的な互助と、親戚による互助の意義は、ここでもやはり似た傾向を呈している。

ここでの公助の高い評価の中には、災害復興住宅と言う「人為的ながらも終の住家」を得

た安堵感と、最初にあまりに過酷であった、国・地方行政とその政策の在り方への憤りの、

その後の若干の変化（公共事業優先ながらも、福祉・ソフト面での私的生活支援策の形成

努力等）があっての評価であることが十分にその背景として想定される。

これらの基本認識に関しても、さらに詳細かつ大規模調査による統計的検証はさらに必

要であるが、 「コミュニティ」再生と、避難所・仮設住宅での濃厚な人間関係と自治問題

は、 「あまりにも無防備で孤立的であった都市的」日常性と「家族と親戚。友人知人関係

をも含むパーソナルサブシステム管理力」の在り方を含めての見直しを迫るものであった。

相互扶助力の地域的。社会的形成は、決して公助減少論を是認するものではない。むし

ろ、市民参加型福祉社会（市民参加型） ＋自力的。自律的思考と人格（批判的意思決定）

＋生活保障資源の質的。量的。種類的充実（資源形成）に関わる重要な方策なのである。

身近な人を支え得る互助力がなくて、なぜに見知らぬ他人を支え得る共助力が形成し得る

のか。その逆転論理の見直しをも迫る実態が、近年の生活福祉領域でもあるように、震災

事例も、その基礎的見直しを迫るものであった。
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［第14表］住宅復興の現状 1997年1月 （骰10廂10馴うち三木繭分を簾〈）

仮設住宅などの居住者 38千戸 7臥（最大95年11月＝46.6千戸）48千戸輯1/40空き

恒久住宅3ケ年計画 125千戸（最終鞣＝97年）

①難復員公僭骸38,600戸②大翡員難宅雌(5ha) ③ここ＝紐住宅雌みt~ し＼

とする人居世帯数（第1爺望）（うち民閏住宅蜃り上げと空き家

を像く建段肇定分＝22974戸）

① ② 

民闘などで2000年度まで1こ

雁される朕遭雑 96年2月兵庫県調査＝25401世鬱

③ ① ② ③ 

淡路 789 444 570神戸市西区 1999 7922 647 

(44%) (25%) (32%) (19%) (75%) (6%) 

明石市 305 1700 465 北区 936 8698 342 

(12%) (69%) (19%) (9%) (87%) (3%) 

芦屋市 1021 1990 982 垂水区 2391 1514 633 

(26%) (50%) (25%) (53ll>) (33%) (14%) 

西宮市 1654 6011 2468 須磨区 996 415 1888 

(16,) (59%) (24%) (30%) (13%) (57%) 

宝塚市 592 1687 449 長田区 2486 0 3824 

(22%) (62%) (17%) (39%) (0%) (61%) 

川西市 566 3974 149 兵庫区 1186 1700 2953 

(12%) (85%) (3%) (20%) (29%) (51%) 

伊丹市 669 

゜
244 中央区 2307 0 2233 

(73%) (0%) (27%) (51%) (0%) (49%) 

尼崎市 1284 726 1562 灘区 2219 0 2658 

(36,) (20%) (44%) (45%) (Olti) (55%) 

小計 11989 16532 ・ 6889 東灘区 1574 4100 2719 ． 
(34%) (4 7%) (19%) (19%) (49%) (32%) 

合計 28083 40881 24786神戸市計 16094 24349 17897 

(30ll>) (44%) (27%) (28%) (42%) (31%) 

6 経済復興の遅れと家庭生活•生活経営

経済復興の遅れは、自助的復輿の足枷としてあまりにも強く作用した。中小企業のみな

らず、親方日の丸的な安定性が保証されていると思われていた大企業就業者にも重い負担

を迫るものとなった。ここにおいても従来暗黙の前提とされていたものの、根拠の薄弱性

が提示されることになった。根拠なきオポティミズムは、リスク管理認識の妨げですらあ

る。かっての「土地値上がり不動神話」と「右肩上がり成長神話」 「年功序列神話」そし

て「大都市構造物。インフラ安全神話」 「情報網。ライフライン安定神話」は、ともにか

くももろく崩れたのである。

家庭生活。生活経営の基本原理は、慎重性・堅実性と基盤形成（ファンデーション＝R.
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E. ディーコン）の優先性［図2]を論ぜずして展開できなくなってきたと言っても過言

ではないであろう。まさに超歴史的視座から見れば当然というばあまりにも当然の自明の

方程式である。過剰・人為・虚飾・ハード重視。マテリアリスティック（拝金主義）……

に対置される概念こそ（例えばシンプル・エコロジー・ソフト・人間性・シンパシー・思

いやり・優しさ・ゆとり・こころ・リダンダンシー・ホーリスティクス。アウトドアーラ

イフ…）、暮らしの基礎原理そしてその尊重概念としての展開の求められるものである。

あまりにも自明であること•ものの軽視の付けは重い。

ちなみにリスク管理とは何か、改めて最後に要約しておこう。

万が一の事態（不確実性）により発生する危害、すなわち危険から受けるダメージ（金

銭的には損失）を少なくするための管理。プレ（事前）リスク管理としては、ペリル（危

害）の発生原因（ハザード）である、物理的・精神的・倫理的各原因の改善や、危害対象

の分散、危険発生の予防・回避、ダメージの軽減措置等がある。ポスト（事後）リスク管

理としては、受けたダメージからの回復を目指し経営努力すること（組織的には結束力、

適応力、機能性、意思伝逹の強化）等があげられる。家庭経営面におけるダメージとして

は、肉体的、精神的、金銭的、運営的なそれがあり、家計財務的対応としては、健全な経

営基盤形成を前提として、さらに不確実性を市場経済内的互助で担保し移転として受けと

る保険や、自家保険的に保障資源を資産として保有し手当てすることがあげられる。

地震などの自然災害から、家族や自分を守る上で、必要とされる資源には、家屋・家具

・社会施設などの安全性のほか、生命や精神を異常な非日常状態から守る基礎的。生存的

な生活技術的管理能力や、防災対応資源の予備的確保等があるのである。

震災での被災体験や復興の生活体験を活かした商品の企画展示［生き延びるための技術

と支援するための技術そして予防対応のための装置］がしばしばなされている。その教訓

の前向きの対応は、次なる被災者の救済にもなる。例えば、 「プールの水の浄水器」や

「ガラスの飛散防止フィルム」、工夫した「大鍋」、 「地震警報器」など震災対策策技術

の特別展示のほか、市民からのアイデアを具体的に反映した「こんなモノ欲しかった。震

災時に役立つすぐれモノ48点。 Jの企画展示もあった。切実な経験を生かしたモノ。例え

ば、 「緊急枕の中に貯金通帳」などの貴重品かが入るもの、 「使い捨て携帯用トイレ」、

中には素朴に「エアバック付き住居」や「雨を降らす消火爆弾」すらもあった。

［第15表］経済基盤復旧状況統計（怖鰭駅） 2年後 1. 5年後

94年(a)95年(b)96年(c)c/a％復興度％ 復興度％

輸出全履シェ了ー(1~ 1 1月単肖） 11. 4% 6. 7% 9. 0% 78. 9 57. 6 62. 9(3"-5月比餃）

輸人 （司） 8. 6 4. 4 6. 3 73. 3 45. 0 60. 7(3"-5月比餃）．～  

外酋貿易船人港数（同） 9813 6051 8103 82. 6 54. 5 70. 4 Cl "'5月比餃）

神戸港Jンテナ取扱侑数（同単位万）235.6117.1 189.4 80.4 61.0 70.5(1~6 月比餃）

蒻戸悟/¥ース胤18(屡災前 186履l廿甘榎17 0) 9 8 5 2. 7 iL且 ど姜真(7月＝74)
オ7ィス貸窒蒻(8月万皐方m)=108. 7 25％月 95.4 87. 7 凸とし＝

司人居率（三音・元何・ハーバーうント')95年3月初＝97.0％逼迫、 96年3月初＝94.1％逼迫持蒻
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li貨店販昴額(1~11月蘭Pl) 2202 1135 1610 73.1 44. 5 46. 4(1~5月比餃）

ケミカルシューズ（同餡Pl) 613. 4 128. 4 330. 1 53. 8 41. 6 32. 2 (1 ~4月此餃）

神戸iI『Jり観光客(1~10月万人）2130 700 1493 70. 1 55. 5 55. 0 (1 ~3月）
------^-^-• 眉店衝・扉鵬再屑 94年＝lL651 95年／2月＝2.713 宋再闘車廃臭見込2薗 (1月＝8839)

（神戸市内6区店着数） 96年／7月＝9,168 78. 7 72. 2 68. 5 
^—--

事顧託 淵鱈外293社、 96年4月＝復層125社 n.a.n.a. 57.3 
~̂--;と

轟級飲食翡営業数 94年／12月＝412495年／2月＝313 C2R=2966) 

（神戸粛車央区） 96年／10月＝314176. 2 74. 2 69.6 

屑炭•国内会議If) 開催数 (1~11月累訃） 624 330 583 Cl,.,,6R=187 /219) 

（肖戸国農会議扇） 93. 4 86. 1 82. 6 
-—°`~^--”.--

廉目蘭屋竃債 94年／1：！月＝14鱚／5137 (7月＝12鱚／2815)

（術茫｝音） 9 6年／7月＝13鱚／2644蘭数圃絃 51. 5 51. 5 54. 8 . 

［第 16表］生活基盤復旧状況統計（袢晴屑酎）～AD ・住磨•うイ 7 うイン～

2年後 1. 5年後

94年(a)95年(b)96年(c)c/a％復輿度％ 復興度％

憤災10前10町措定人D95年元旦＝358.9 最眉96年4月初＝342.7 (6月綱＝343.9)

(IiA) 96年12月複＝344.5 96. 0 11. 5 7. 6 
--°-『^---•-.

外困人登緑者覆(12月末）千人 44. 3 最艦96/5月末41.8 94. 4 3. 4 0. 0 （最低1こ蓋ち込む）
---ゴ-ゴ~:

見童•生貨覆J-＊ート 94年5月＝62516.95年5月＝2809我97.0 (5H) 

（神戸、芦屋、酋習/J)94年度小学1,4中学1年生）96年9n=953戻る 33. 9 21. 0 

校舎復1廿（仮設教室）94年5月＝102校1413室， 96年12月＝47校1068室． （5"=50校1131室）

公立学校幼椎闊(98年3月床解消予定） n.a. 24.4 20.0 

保育祝0)復IB（県内仝皐壊）＝11薗96年12月＝8國復IB (6月床＝5讀復18)

97年4月＝1鳳復1廿予定、 2園再開目途立tず n. a. 

共同作棄祝0復18 =32 96年12月＝2完全復1日できず

（纂認可全半薗） （他1こも移転嘉求・区画整罷内などがある。） n. a. 

医蘭機関IJJ復18 95年2月床＝292,96年12R18廿＝99*

（歯科を除く診息禾可能機関） ＊うち雁業＝76 n. a. 

再建されt~建物数 （神戸雨6区、芦屋） 撤去更態72766,

96年10月＝眉築25810+1[1ハプ， Jンテナ7600 n. a. 

新規住窓着I件数 全纏菖失（県）＝136730,

72. 7 45. 5 
-—―—―_へ‘`』

(7月＝5和I)

93.8 82.8 

C6n10廿＝108棧）

66. 1 63.0 

(4月＝19000+8000)

45. 9 37.2(新纂は26%)

(95年1月～96年3月）

被災10冑10肩＝95年1月～96年10月＝169275

薗屎指定文化財 被爽99件96年11月＝79件復1廿

n.a.123.8 75.8 ．．  

n.a. 79.8 74. 7(5月＝74)

家庭Jl1電力契約数(]j□)震災薗＝151.5 最低95/4=139. 4 (4月＝145.1)

神戸支店 96/10=148. 1 97. 8 71. 9 47. 1 

ガス軋給件数 (i 0)震災繭＝128.7 最低95/10=117.7 (5月＝122.9) 

伸戸ヽ尼給・酋音・芦屋・ Ill~· 明石 96/12=124.1 96.4 58. 2 30.3 
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7 まとめにかえて

～震災。災害と家庭経営•生活経営学～

生活主体にとっての災害やリスクに強い生き方とその構造とは何かについて最後に考え

るこ．とにしょう。ただしその場合、安全•安定•安心の管理を考えることは、その必要条
件ではあっても、十分条件ではない。当然のことながら人間発達環境的条件（対自的自己

実現・対家族的自己実現・対社会的自己実現の能動的•発達的経緯）とヒューマン・エコ

ロジカルな条件（とりわけ人間のライフの質的管理＝人間存在の究極的環境としての「内

生命＝生理的。生殖的存在の系」 「外生命＝他の生命との共生の系」 「人生＝知的環境す

なわち精神的。文化的存在としての系」 「暮らし＝社会的。経済的存在としての営みに関

する系」）と、それらの生活環境との相互作用の管理学を認識に加えることが当然過ぎる

前提としてあるである。

然かして、以下の認識がそれら根基的で素直である「災害に対応する生き方の管理学」

の総括である。それに応える自立的な生活者の人的資源形成。暮らし方の需要に応え、か

つ支援する実践的な学問と、その組織的バックアップ体制の確立が、長期的にも短期的に

も求められるのである。

I 生活構造と家政学＝ホーリズム

＊災害（自然・人災） ＝マクロ環境次元。ミクロ環境次元と私的生活次元

＊生活の社会化＝家庭外調達資源への依存度の増大（相対水準から絶対水準へ）

＊相互扶助体系と調整主体の不在。緊急調整機能の欠如問題

＊大家族的。埋撼臼堕。企業内的＝安定的相互扶助を基盤にした社会像＝幻想…

ボランティア＋経済的自助＋システム構築＝市民的自立心

社会的設計＝公助＋共助の条件(NPO,NGO, Net渭orking, Worker's Collectives) 

＊冗長性redundancyの生活構造。生活空間•生活保障資源（保険ほか）的組み込み

防災空間 (Green-Belt、運河、公園、適路）防災構造設計

＊防災訓練 実践的リスク対応訓練（行動系）

＊防災教育 実践的リスク管理論（知識・技術系）の展開

＊マイノリティヘの特別配慮原理＝弱者の災害被害予防。回避。軽減。分散

＊マイノリティヘの追加的特別配慮原理＝弱者の 2次。 3次被害の防止

＊国際連帯＝ボーダレス災害対応（国際協力）

n 生活像と家政学＝個の確立。市民的自我＝精神的。市民的•生活技術的自立

＊非日常の生活空間像を射程に入れる＝ （非日常の持続・連続と日常の接続）

旅（旅館。ホテル。リゾート。別荘。異郷）。避難所・病院。仮設住宅

＊非日常の生活管理力＝サバイバル能力（短期） ＋健康的生存（中期） ＋共同生活力

足腰のしっかりした日常性＝非常事態対応力

＊生活。生存技術の獲得＝知識。技術。装置。応用力（限定的資材の活用能力）

＊強者システム・多数派システム・被保護者隷従←→正当な権利意識。主張＝自我確立
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＊市民的自我＝ニーズ情報の発信力。緊急必要生活資源獲得カ・隣人救済実現手段獲得

＊超空間的支援力の形成（義援金。義援物資。他者へのボランティア・その他支援活動）

＊特定者への支援＝共助的互助（ボランティア的・自発的支援能力の形成）

＊義援物資＝ニーズ知識・送り方知識・状況把握（情報管理力）・責任性・調整組織

＊ボランティア＝ニーズ知識・働き方知識・状況把握（情軋管罷力） 。責任性・調整組織

＊その他の支援活動＝励まし、支援運動、ココロのケアー（配慮ある行動）

Ill 共通土俵＝ Basic Human Needsの位階性・総合性・公平性。公正性…

＝生体的健康・市民的健全性

①防災＝〖個人十家庭＋地域十社会システム〗 《ライフ（生命十人生＋生活）の質》

［身体／精神／組織／経済］と生活防衛的措置＋生活保障資源の手当て

②被災＝生体。生理＝人命＋肉体十精神＝弱者救済／弱者にならない／弱者を作らない

緊急特例＝priorityを生活者の立場から主張し貫徹できる仕組み

／公正。悪平等問題（生活次元と行政基準・大都市行政問題）

③救援＝短期［第1次（疸後） ＋第2次（緊急） ＋第3次（非日常）・・・］避難生活

＝必要生活資源の調達・配布手順 (Needs/Delivery/Manual)

＝モノ＋カネ＋サービス（対人的資源＝ ［情報＋アイ＋地位］ ＋生活情報）

④復旧。再生への準備期＝支援＝中長期避難生活（自立準備期） ＝自立への回復手順

元の水準のー10％は、 90%復旧ではない。

⑤復旧。再生＝マイナスの精算＝新日常性へのステップアップ

原状回復は復旧の第1歩（ルネッツサンス）

⑥復旦＝回復上上＝総合的自立の達成（自己実現とは？）

文化・地域の振興（改善・インプルーブメントから運動＝ムープメントヘ）

w教訓

①被災前 ＝相互扶助体系論研究・教育（事後フォローアップ／実態調査／展望）

＝リスク管理論研究（家庭•生活リスク認識、組織的・管理論的対応力）

＊リスク・デーリング＊リスク・コントロール＊私的社会的生活設計

く家庭経営学部会＝1995夏総会＝リスク管理論研究を重点項目とした＞

生活力教育に自己防衛・緊急事態対応力。避難所生活対応マニアル・

②被災救援＝専門性を活かしたイクステンション活動＝研究体制。窓口 e 研究成果

＊生活科学研究所（ポートアイランド）における耐震家具研究と緊急ワーク

生活情報、地域ミニコミ情報の緊急作成。配布活動＝専門性。組織モラル

＊支援技術。知識の向上（教育）

③被災救援マニュアル＝専門性を活かした「非日常対応研究」

＊段階的対応（人命救済、緊急避難、長期避難、復旧。再生への手順支援…）

＊個別専門的な情報整理（具体的。実践的。理解容易性。応用容易性）
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